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令和７年度結城市予算編成方針 

１ 本市の財政状況と今後の見通し  

本市の財政状況について、令和５年度決算における歳入面では、新築家屋の増

に伴い固定資産税（＋１．３％）、都市計画税（＋２．４％）が増加したものの、

法人市民税（△５．２％）の落ち込みにより、市税全体として約２千６百万円の

増（＋０．４％）と横ばいであった。市税以外では、法人事業税交付金（＋１５．

９％）や地方交付税（＋１．２％）は増加したものの、価格高騰緊急対策給付金

給付事業補助金等の減少により国庫支出金（△１２．５％）が、令和４年度決算

に基づき繰越金（△２１．３％）が減少し、歳入総額は前年度と比較して約１２

億４千万円の減（△６．０％）となった。

歳出面では、義務的経費である人件費（＋３．３％）、公債費（＋８．４％）

が増加した一方で、普通建設事業費（△２３．２％）や物件費（△８．２％）が

減となったことから、歳出総額としては前年度と比較して約９億３千万円の減

（△４．８％）となった。

財政指標については、実質収支は約８億７千万円の黒字であったものの、単年

度収支は約４億４千万円の赤字となり、実質単年度収支と併せて２年連続の赤字

となった。経常収支比率は前年度から４．４ポイント増の９６．１％と２年連続

の上昇、県内市町村のうち６番目に高い値となっており、財政の硬直化がいっそ

う進行していることを示している。 

財政健全化の指標では、実質公債費比率は０．７ポイント増の７．７％、将来

負担比率は５．０ポイント減の２８．８％となった。いずれも早期健全化基準を

大きく下回る現状ではあるが、今後は公債費、市債残高ともに増加の見込みであ

り、指標の悪化は不可避であると考えられる。 

令和６年度の状況としては、歳入面では、固定資産税等は引き続き堅調である

ものの、市民税は個人、法人ともに減少が見込まれている。普通交付税と臨時財

政対策債の発行可能額との合計額は前年度と比較して約１億４千万円の減となっ

ており、今後決定される特別交付税も、災害対応へウェイトが割かれることによ

り上積みを期待できるものではない。 

歳出面では、労務費の上昇や物価高騰の影響が顕在化しており、当初計画の変

更を余儀なくされる事業も見られる状況にある。また、扶助費や分賦金、特別会

計への繰出金等についても多額の一般財源を要する。 

これからの財政見通しについて歳入面では、経済社会活動はコロナ禍を脱して

正常化に向けて力強く進んでいく一方で、世界情勢は混迷を極めており、エネル

ギー・食料品等の価格高騰や円安の進行による輸入物価への影響など、市民生活

や地域経済の先行きの不透明感は続いており、本市においても市税をはじめ国・
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県税を由来とする各種交付金や地方交付税への影響は大きいと推察される。 

歳出面では、今後も労務費の上昇や物価高騰の影響、あるいは人手不足に由来

する物件費や普通建設事業費の上昇が見込まれるほか、増加する社会保障関係経

費や人件費、公債費に加え、結城南中学校区新設校建設事業等の大型事業に係る

費用や、老朽化が進む公共施設の維持管理・修繕等の経費も多額となる。これら

を要因とし本市の財政運営は予断を許さない厳しい状況にあり、この傾向は今後

さらに増していくと予想される。 

 

このような中で策定された令和６年度第６次結城市総合計画実施計画（以下

「実施計画」という。）に基づく「令和７年度予算見込額等に関する調」では、

令和７年度の財源不足額は前年度と比較して約２千万円増加し、約１４億４千万

円と想定されている。 

 

２ 予算編成方針   

 

以上の点を踏まえ、令和７年度の予算編成方針は以下のとおりとする。 

 

（１）第６次結城市総合計画前期基本計画が最終年度を迎える。後期基本計画の策

定に向け進捗状況や今後の見通しを十分に点検し、将来都市像である「みんな

の想いを  未来へつなぐ  活力あふれ文化が薫るまち  結城」の実現を目指し

て、計画に定められた市民が真に求める施策、特に「結城市まち・ひと・しご

と創生総合戦略」として位置づける重点プロジェクトを中心に、各事業の選択

と集中を徹底し限られた財源の効果的な配分を行い、事業の推進を図ること。 

 

（２）社会情勢が大きく変化する中で、職員一人ひとりが「結城を未来につなぐ」

意識をもってあらゆる事業に向き合うとともに、「健康」「経済」「教育」の

３本柱を中心として、個別の施策を組織横断的に検討・調整を行い、明確な事

業計画と成果指標を設定し、適正な事業予算を編成したうえで積極的な事業展

開を図ること。 

 

（３）本市の公共施設はいずれも老朽化が著しく、近年においても突発的な機械設

備の故障や経年劣化により緊急修繕を行っている状況にある。今後「公共施設

個別施設計画」を見直すための準備として、統合・複合化、民間譲渡や除却等、

聖域を作らず検討し、持続可能な行財政運営に必要な措置を講じ、計画的に取

り組むこと。 
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３ 予算編成の基本的事項   

 

（１）年間総計予算 

・当初予算には、一会計年度における一切の収入及び支出を編入しなければなら

ない。したがって、年間の財政需要の全てについて見積りを行った上で過大・

過小とならないよう十分に精査し要求すること。 

・年度途中の補正は、予算編成過程で特に協議したもののほか、制度改正による

計画の変更等緊急やむを得ないものに限る。当初予算で要求して措置されなか

ったもの、財源の伴わないものについては原則として行わない。 

・当初予算において箇所付けされた事業以外への振替及び内容の大幅な変更等に

ついては、市政を推進する上で重要かつ緊急なもののみとし、執行に当たって

は事前に財政課長を通じて企画財務部長と協議すること。 

 

（２）総合計画 

・実施計画に掲げた主要事業を総合的かつ計画的に実施することを旨としつつ、

近年最大の財源不足を更新した状況を踏まえ、事業費総額が実施計画計上額を

超過することがないよう、事業に優先順位を付し徹底した再積算と再構築を行

った上で要求すること。 

・今後想定される大幅な自然減による人口減少と少子高齢化の進行に対し、自律

的で持続的な地域社会を創る事業を重点プロジェクトとして最優先で取り組む

とともに、各事業費の積算に当たってはこうした傾向を踏まえて対象者数や総

量を精査すること。 

 

（３）事務事業の見直し 

・既存の事務事業については、大きく変化した社会情勢に対応するため、前例踏

襲から脱却し、ゼロベースの視点に立って十分な検討を行い、事業効果を確認

すること。その際、歳出の抑制のみならず、事業の統廃合や終期の設定につい

ても検討すること。 

・新規事業については、実施計画に位置付けされた事業であり、かつ、これまで

の経緯その他諸般の状況を総合的・政策的に判断して、当該事業等を実施しな

いことで市政運営に著しい影響を及ぼす蓋然性が極めて高いと判断される場合

のみ認めるものとする。 

・新規事業の予算化に当たっては、既存事業のスクラップ等を必須として、予算

増・人員増にならないよう留意し、後年度における財政負担等を踏まえた費用

対効果についても十分に検討すること。原則として、一般財源の増額となるも

のは認めないので、新規事業における一般財源相当額を他の事業から減額した

うえで要求をすること。 
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（４）財源の確保 

・市税収入については、地方財政計画の内容等を注視し、徴収率の向上と滞納繰

越分の計画的な解消を前提に、目標とする徴収率を設定して予算額を積算する

こと。 

・地方交付税、地方譲与税及び各種交付金等の依存一般財源については、国の予

算や地方財政計画等及び過去の交付実績等に留意し、確実な見積りを行うこと。

特に地方交付税については、税収の動向や制度改正に注視し、事業費補正等基

礎数値の的確な把握に努めること。 

・負担金、使用料及び手数料については、原則として現行制度に基づき見積もる

こととするが、特に使用料については、住民負担の公平性確保の観点と受益者

負担の原則に立って、経済情勢や関係事務事業費の動向に即応した料率・単価

により積算し、他市との比較検討を行うなど、改定を念頭に置いて見直しを行

うこと。 

・財産収入については、未利用地及び遊休地等の売却について、時価に即応した

価額により計画的に取り組み、必要に応じサウンディング調査等も活用して収

入の確保を図ること。 

 

（５）ふるさと結城応援寄附金等 

・ふるさと結城応援寄附金による収入については、職員一人ひとりがセールスパ

ーソンの意識を強く持ち、各課においては魅力的な返礼品の創出・提案に努め

るとともに、各返礼品を必要とする層にターゲットを絞ったＰＲ活動を強化し、

より一層の自主財源の確保を図ること。 

・「結城市まち・ひと・しごと創生推進計画」に係る企業版ふるさと納税寄附金

やネーミングライツといった様々な民間資金についても、積極的な確保と活用

を図ること。 

 

（６）国県補助 

・国及び県の予算編成の内容や交付制度の動向に十分留意し、国・県支出金等の

財源を積極的に活用するとともに、的確な見込額を計上すること。 

・特に、国が「経済財政運営と改革の基本方針２０２４」において重点投資分野

とする「グリーントランスフォーメーション（ＧＸ）」「デジタルトランスフ

ォーメーション（ＤＸ）」については、脱炭素化やデジタル田園都市国家構想

等に係る補助制度等の動向に十分に注意を払うこと。 

・予算に計上した財源が年度中に減少した場合は、補正予算による財源の組替え

により対応することとし、一般財源で肩代わりして執行することのないよう事

業内容を見直すこと。補助金等が廃止・縮減された場合には、一般財源で肩代

わりせず、合わせて事業を廃止・縮減すること。 
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・事業効果の低い補助金及び零細補助金や、単年度のみの補助金で翌年度から市

単独事業となるものについては、これらを受け入れないこととし、事業内容の

精査と施策の厳選を行うこと。 

 

（７）市債 

・市債については、市庁舎建設事業に係る地方債の償還が本格化したことや、そ

の他大型事業の実施に伴い実質公債費比率の上昇が確実視される中で、世代間

の負担の公平性という趣旨を踏まえ、引き続き新規発行を５億円以内とする方

針を堅持しつつ、適正かつ効果的な活用を図る。 

・事業の実施に当たってはまず適債性及び交付税措置を検討し、財源に地方債を

充当する場合は財政課と事前協議すること。 

 

（８）経費の削減 

・行政事務費等物件費については、行財政改革を推進する観点からも計画的な執

行や適正な在庫管理を基本として、必要かつ緊急なものに限り要求し、創意工

夫により経費の一層の節減を図ること。 

・特に経常的経費については、引き続きゼロベースの視点に立って厳しく精査す

ること。またペーパレス会議の普及や電子決裁システムの導入に伴い、コピー

用紙やファイリング用品の購入費用の減といった実績を勘案し、消耗品費の要

求額を前年度予算額の８０％以内に抑えること。 

・物価高騰による単価の上昇が見込まれるため、コスト意識をもって節約を図る

とともに、状況に応じて仕様変更による事業費の抑制や代替品・手法の活用、

適正な受益者負担への変更など、単純な歳出増以外の方法を検討すること。 

・今後の国の予算編成の推移及び地方財政対策の動向等によっては、予算編成の

過程で弾力的に対応するので留意すること。 

 

（９）扶助費 

・扶助費等については、毎年度多額の不用と国県支出金の返還が生じている状況

である。事業費の見積りに当たっては、前例や計画値に固執せず、過去の決算

額に基づく分析や検証を踏まえ、制度改正や社会情勢の変化を的確に把握し、

対象者数や単価等の積算根拠について十分に精査した上で、過大とならないよ

う真に必要な額を算定し要求すること。 

 

（10）補助金等 

・近年、市単独補助金の増加が著しく市財政を圧迫する要因のひとつとなってい

る。補助金等についての整理合理化をさらに進めるため、社会情勢の変化を踏

まえた必要性、費用対効果、補助率・補助限度額等の適正化等、公費の支出と

して適切かどうかの十分な精査と検証を行い、徹底的な見直しを行うこと。 
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・多額の繰越金を有する団体については、一時的に補助金交付の休止または減額

をすることもあるので注意すること。 

・法令等に基づかない各種団体等への負担金については、事業内容等を十分に検

討し、近隣市町村の動向等を把握した上で、減額の要請や退会を視野に入れた

見直しを行うこと。 

 

（11）投資的経費 

・社会資本の整備については、中長期的な視点に立って事業の必要性、緊急性、

公共性、優先度、費用対効果等を検討するとともに、特定財源のあるものは関

係機関との連絡を密にし、過大見積りとならないよう十分に協議すること。 

・特に公共施設に関しては、結城市公共施設個別施設計画を踏まえ、ランニング

コストなどの後年度負担を含め、投資額に見合う市民サービスの充実が図られ

るか、ほかの代替手段により対応可能かなど様々な角度から効果を十分に検証

すること。 

・近年、投資的経費に係る国の補助金交付金の決定（内示）額が、要望額に比し

て著しく低い水準となっていることを踏まえ、予算編成段階からどの部分を後

年度に送れるかの想定をしたうえで要求をすること。 

・市単独事業については、実施計画の見直しや再積算を行った上で、実施計画計

上額の９５％以内とすること。 

 

（12）継続費及び債務負担行為 

・継続費及び債務負担行為は、単年度予算主義の例外であり、将来に渡る負担が

財政運営を圧迫する要因となるため、極力抑制に努め、安易に設定しないよう

慎重に対処するものとし、新規の設定に当たっては、関係機関との調整や長期

的な視野に立った検討を十分に行い、事前に財政課と協議すること。 

・債務負担行為については、公共工事の施工時期平準化の観点から、その積極的

な活用が国から求められているところである。工事量の年度末集中回避と年度

当初の閑散期における増加を目的とした、年度をまたいだ工期設定や契約・発

注の先行実施による新年度当初の工事着手などの措置について検討されたい。 

 

（13）特別会計及び企業会計等 

・特別会計及び企業会計においては、前記事項に準じてコスト削減を図るととも

に、経営状況及び今後の見通し等を精査した事業計画（経営戦略）に基づき健

全な運営を基本として編成すること。 

・特に、税及び税外収入の徴収率や上下水道事業における有収率の向上、土地区

画整理事業における保留地の販売促進など、各々の会計が抱える問題点を十分

に整理し、予算に反映させること。 

・一般会計からの繰入金（企業会計に対する補助金・負担金含む）について、抑

制・縮減を前提に見積もること。 



１（歳　入）

1 市 税 7,098 6,771 6,771 △ 7,250 ％

2 地 方 譲 与 税 213 214 214 215

3 各 種 交 付 金 1,477 1,486 1,486 1,501

4 地 方 特 例 交 付 金 57 272 275 46 △

5 地 方 交 付 税 3,207 3,028 3,076 △ 3,129

(1) 普 通 交 付 税 2,853 2,728 2,776 △ 2,829

(2) 特 別 交 付 税 354 300 300 △ 300

6 交通安全対策特別交付金 4 5 5 5

7 分 担 金 及 び 負 担 金 73 97 97 95 △

8 使 用 料 及 び 手 数 料 107 116 116 119

9 国 庫 支 出 金 3,685 3,590 4,193 4,191

10 県 支 出 金 1,384 1,507 1,511 1,535

11 財 産 収 入 7 188 169 18 △

12 寄 附 金 137 213 103 △ 260

13 繰 入 金 16 763 154 10 △

14 繰 越 金 1,334 300 1,020 △ 300

15 諸 収 入 254 343 423 415

16 市 債 459 1,739 2,144 2,889

うち臨時財政対策債 115 53 53 △ 91

19,512 20,632 21,757 21,978

２（歳　出）

1 人 件 費 3,072 3,228 3,215 3,414 ％

2 扶 助 費 5,067 4,940 4,798 △ 5,243

3 公 債 費 1,679 1,701 1,701 1,685 △

4 物 件 費 2,857 3,288 3,319 3,640

5 維 持 補 修 費 118 162 183 191

6 補 助 費 等 2,812 3,027 3,439 2,926 △

7 積 立 金 106 7 40 △ 7

8 投 資 及 び 出 資 金 0 0 0 0

9 貸 付 金 13 16 16 17

10 繰 出 金 1,662 1,679 1,631 △ 1,815

11 普 通 建 設 事 業 費 1,107 2,549 3,115 4,448

(1) 補 助 事 業 費 424 914 1,312 2,110

(2) 単 独 事 業 費 683 1,635 1,803 2,338

12 災 害 復 旧 事 業 費 0 0 0 0

13 予 備 費 0 35 0 35

18,493 20,632 21,457 23,421

※令和５年度決算額、令和６年度決算見込額には繰越額を含む。

財源不足額 △ 1,443

- -

- 0.0

計 16.0 13.5

181.4 74.5

209.4 130.9

164.0 43.0

- -

23.1 6.3

1.9 8.1

55.1 17.9

22.3 3.3

62.3 0.0

5.3 6.1

1.3 0.9

16.2 10.7

（Ｂ） （Ｃ） Ａ （Ｄ） Ｂ

4.7 5.8

計 11.5 6.5

（単位：百万円）

区 分

令和５年度 令和６年度 令和６年度 決算増減率 令和７年度 予算増減率

決 算 額 当初予算額 決算見込額 C-A
×100

予算見込額 D-B
×100

（Ａ）

66.5 21.0

367.1 66.1

53.9 71.7

24.8 22.1

862.5 98.7

23.5 0.0

13.8 16.7

9.2 1.9

2,314.3 90.4

25.0 0.0

32.9 2.1

8.4 2.6

4.1 3.3

2.7 3.7

15.3 0.0

382.5 83.1

4.6 7.1

0.5 0.5

0.6 1.0

×100
（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） Ａ （Ｄ） Ｂ

当初予算額 決算見込額 C-A
×100

予算見込額 D-B

令和６年度決算見込額及び令和７年度予算見込額等に関する調（普通会計）

（単位：百万円）

区 分

令和５年度 令和６年度 令和６年度 決算増減率 令和７年度 予算増減率

決 算 額
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３　令和７年度予算見込額等の考え方

　令和７年度予算における歳入及び歳出予算額の推計は、令和６年度当初予算及び決算見込

額を勘案し、令和６年度第６次総合計画実施計画を基本ベースとして以下のとおりとした。

推　計　の　考　え　方

市税
令和６年度の調定状況を基礎とし、過去の実績等を勘案して推計
徴収率は、令和６年度決算見込と同程度で推計

地方譲与税
令和６年度普通交付税における地方譲与税の基準財政収入額に総務省概算要求
で示された伸び率を乗じて推計

地方交付税
普通交付税は、令和６年度交付基準額に総務省概算要求で示された伸び率を乗
じて推計

国県支出金 総合計画実施計画により推計

臨時財政対策債 令和６年度発行可能額に総務省概算要求で示された伸び率を乗じて推計

その他の収入 総合計画実施計画及び過去の決算推移等により推計

人件費
令和５年度決算額及び令和６年度予算額・決算見込額を基礎とし、今後の職員
数の動向、定年引上げや会計年度任用職員関係経費を勘案して推計

扶助費 総合計画実施計画により推計

公債費 既発債分に令和６年度及び総合計画実施計画による借入予定額を加算して推計

普通建設事業費 総合計画実施計画により推計

繰出金 特別会計ごとにそれぞれ特殊事情を勘案して推計

その他の支出 総合計画実施計画により推計

項　　目

歳
　
　
入

歳
　
　
出
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